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マクロ動学分析の方法

関 根 順

1 はじめに

理論経済学者は，通常，限定された特定の問

題の興味を持っており，理論経済学の理論体系

全般やそれを支えている方法論的基礎について

思い巡らすことはまれである。どの経済問題に

も普遍的に適用できる分析方法について論じる

ことなど，ある特定の問題に注意を集中してい

る者には，余計な回り道としか思われないだろ

う。しかしながら，いくつかの理論問題を深く

徹底的に研究したことのある者なら，それらの

問題の解明に際して，しばしば共通の困難にぶ

つかった経験を持っているに違いない。そうし

た共通の経験のうちの一部は，方法論的問題に

関わっている。

理論経済学の固有な困難は，経済現象の基本

的な原因を特定することの難しさにある。我々

が日々接している経済現象は，実に種々雑多な

原因によって引き起こされる。これらの多くの

原因の中で，広範な妥当性を持った原因はどれ

なのか。経済現象が日常的である反面，その基

本的な原因を突き止める作業は非常に難しいも

のとなる。

本稿では，そのような固有の困難に対応する

指針について述べる。特に，理論の階層化，理

論体系の構築が固有の困難を克服する上で有効

であることを主張する。さらに，理論の階層化

への正しい理解は，理論的抽象度への配慮が欠

如していることから起こる不毛な議論を予防す

ることにもなろう。

2 理論の必要条件

社会科学に限らず，一般に科学的議論が満た

すべき条件は以下の三つである。

第一に，論理的記述であること，二つの現象

aとbの間に論理的関係が成立していれば，現

象aが発生する時，必ず現象bが引き起こされ

る。この時，現象aは，現象bの要因になる。

現象bを引き起こすすべての要因が明らかにな

れば，原因が究明されたという。

第二に，研究対象となる現象bは，ある程度

の抽象性を持つこと。一般に科学は，ただ一回

しか起こらない現象それ自体を研究対象にして

いるのではない。そうではなく，厳密には，ぃ

くつかの現象のある共通な諸性質を研究対象と

して設定しているのである。だから，科学的な

理論の分析対象は，現象それ自体ではなく，実

際には，言葉によって記述される抽象的な概念

ということになる況個別具体的な現象の中か

1) 我々は過去の個別の現象の究明自体を目的にし

ているのではけっしてない。人々が過去の現象に興

味を持つのは，未来に同種の現象が発生しうるとす
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ら，ある共通の性質に注目して理論研究の対象

を措定することも，すでに理論をつくる作業の

一環である。このように，理論の対象は現実の

諸現象のある共通な諸性質であるが，逆に，具

体的な現象はこれらの抽象的な諸概念の共通部

分になっている。

第三に，要因 aまたはその集合Aは，現象b

と同程度の抽象性を持つことが望ましい。原因

は，説明される対象と比べて過度に抽象的であ

ってはならない。その場合，原因の記述は簡潔

になるが，結果との関係は不明瞭なものとなろ

う。反対に，原因は，結果と比べて過度に具体

的であってはならない。その場合，原因の記述

は複雑で冗長なものとなろう。

第三の条件は，理論の形式に対する要求であ

り，一種の審美的な基準である。上述の第一条

件，第二条件を満たすにもかかわらず，この審

美的基準を満たしていなければ，その理論は不

完全なものと見なされ，さらに完成度の高い理

論が追求されるだろう。

審美的基準と言ってしまえば，論理の形式を

整えるだけの条件のように聞こえるが，そうと

ばかりは言えない。理論研究は，単に原因を知

りたいという観照的な欲求から行われているの

でない。個人個人の研究者によって意識されて

いるかどうかは別として，一般に，理論は実践

のための手段である。理論を実践的な要求によ

りよく適合させるよう課せられた条件が，理論

の第三条件なのである。すなわち，実践的必要

から生まれた問題には，実践的見地から有意味

な答えが求められる。

れば，その原因についても事前に知っておきたいか

らである。原因がわかれば，好ましくない現象につ

いてはそれを未然に防ぐこともできよう。我々の一

般的知識への欲求は，このような実践的な必要性か

らきている。

第 59巻第5・6号

すでに述べたように，理論研究の対象が抽象

的な概念である以上，当然，具体的個別的現象

はその一部分しか考慮されていない。では，理

論の展開過程で考慮されずに，切り捨てられた

部分はどう処置すればよいのか。残余部分につ

いては，すでに完成された理論を所与にして，

新たに理論的対象を再構成し，既存の理論より

下位に位置する新しい理論を作ってやればよい。

こうして，諸理論間の階層的な構造が，すなわ

ち理論体系が生まれるのである。

3 社会科学における因果性の問題

社会科学においても，前節で述べた三つの条

件を満たす理論，あるいは理論体系をつくるこ

とができる。もっとも，科学の各分野には，そ

の分野固有の困難がある。それ固有の困難がど

のようなものであるのかを自覚しておくことは，

社会科学の独自性への認識を大いに高めるだろ

ぅ。

社会科学の特徴は，現象とそれを引き起こす

諸要因の関係が必ずしも単純ではない点にあ

る鸞このことを少し詳しくみておこう。

一つの現象に対して常に一つの要因が対応し

ていることはまれである。むしろ，一つの現象

は普通，複数以上の要因によって引き起こされ

る。たとえば，コーヒーの価格を決定している

ものは，コーヒーに対する消費者の選好，コー

ヒー豆の生産条件，耕作地にかかる地代，紅茶

などのコーヒーの代替品の価格等々である。逆

に，一つの要因が複数以上の現象に関係してい

る場合もある。たとえば，ある種の農業技術の

2) 似たような問題意識に立った研究には， Hicks
[ 6 ]がある。同書では，時間構造との関連で因果

性が論じられている。
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革新は，コーヒーの価格だけではなく，紅茶の

価格にも影響を与えるだろう。

さらに複雑なことに，原因と結果が容易に判

別できない場合もある。ある時点においては，

現象 aが現象bの原因になっているように見え

るが，別の時点では，反対に現象bが現象aの

原因になっているように思われる場合がそうで

ある。経済学におけるその典型例は「クモの巣

の循環」 (cobwebcycle)であろう。そこでは，

前期の取引量が今期の市場価格を決め，今期の

市場価格がさらに次期の取引量を決定する。取

引量と市場価格はそれぞれ交互に原因となり，

結果となる。経験的には，二つの現象の時間的

前後関係が直接に両者の因果関係を決めている

ように言われるが，この場合には，そのような

経験則は通用しない。

また，原因を構成する複数の諸要因には種々

の性質の相違がある。第一に，恒常的に作用し

ている要因と並んで，各時点で一時的にしか働

かないような要因がある。たとえば，コーヒー

豆への投機的需要などは一時的要因のよい例で

あろう。将来のコーヒー豆の価格上昇が予想さ

れれば，しばらくコーヒー豆の需要は急増する

だろうが，価格がある程度まで上がってしまう

と，増加したコーヒー豆の需要は今度は急速に

収縮するに違いない。

本質的な要因と従属的な要因を区別すること

は一層重要である。一つの現象bに対して，ニ

つの要因， C とdがある時，要因 dが働くために

は，まえもって要因 Cの存在が前提されていな

ければならないとしたら，言い換えれば，要因

Cなしには要因 dが作用しないとしたら，要因

Cが本質的な要因であり，要因 dは従属的な要

因である。相対価格がどのように決まるのかと

いう問題は，相対価格の存在を，それゆえ，商

品生産の存在を前提している。だから，相対価

格を決定する要因は，それがどのようなもので

あれ，商品生産を存続させる諸要因が成立する

限りで，その成立の範囲でしか有効性を持たな

ぃ。前者の要因は，後者の要因に対して従属的

である。

第三に，客体的要因と主体的要因が区別され

なければならない。それ以前の社会的諸現象の

必然的帰結として機能している客体的要因と，

社会的変化を引き起こした諸要因そのものに対

して何らかの変更を迫る主体的な要因との区別

である。技術革新と時としてそれに付随する金

融制度改革は，実質賃金率上昇等の客体的な要

因に対峙する主体的要因の一例である。

個々の具体的経済現象の分析は，経験的，論

理的に考えられる種々の要因の性格づけから始

まる。その上で，まず，恒常的な要因，本質的

な要因，客体的な要因に目が向けられるべきで

ある。すでに述べたように，この時の考察対象

は，もともとの社会現象そのものではなく，そ

の一部の性質のみを取り出した抽象的な対象で

あった。だから，問題は一層抽象的なものに再

構成されている 3)。続いて，必要に応じて，それ

まで考慮されていなかった一時的な要因や従属

的な要因が順次段階的に取り込まれ，理論の階

層化が進められ，理論体系が構築されていく。

このように社会科学においてこそ，より強い理

由で，理論体系が必要とされるのである。

諸要因の性格と理論体系上のレベルヘの配慮

の有無は，分析の科学性の判定条件である。外

挿法 (extrapolation)による将来予想は，この

ような配慮をまった＜欠いたものである。外挿

法では，現在作用している全ての要因がまった

3) Marx [ 9]第一分冊，第一版序文 p 22 
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く同列で評価され，それらの要因の性格の違い

はまったく無視される。その結果得られるのは，

一時的な要因，付属的な要因の過大評価である。

このような研究方法は，経験主義的であり，そ

れゆえ非科学的である。

また，日常的でなじみ深いという単純な理由

だけで，既存の基本モデルに新しい要因を付け

加えるという安易な研究態度も，諸要因の性格

と理論体系上のレベルヘの配慮をまった＜欠い

たものである。通常，新しい本質的でない要因

を他の本質的な要因と同列に取り扱えば，モデ

ルの因果関係は複雑になり不明瞭になる。した

がって，安易に拡張されたモデルは一般に，理

論の第三条件を満たさなくなるだろう。

理論の階層化とともに社会科学研究の強力な

手段になっているのが，モデルの構築 (model

building)である。前述の通り，社会科学固有の

困難は，しばしば複数の社会現象が複数の要因

と結びついている点にある。このような場合，

それらの要素をすべて含むモデルをつくること

は，非常に有効である凡では，モデル分析にお

ける考察対象の諸要因とは何か。また，それら

はどのように性格づけられるのか。

モデルは同一の経済変数の時間的な前後関係

を記述している場合，動学モデルと呼ばれる。

動学モデルは，これも前述した原因と結果の相

互転換が見られる状況に対応している。動学モ

デルでは，二つの変数またはその組合わせが，

時間的に前になったり，後になったりすること

があるが，そのどちらも一時的要因であり，モ

デル全体を構成している要因ではない。もはや，

時間的な遅れ (timelag)が無視できる状態で，

別な言い方をすれば，いくら時間がたってもこ

4) モデルが数学的に表現されるかどうかは二次的

な問題である。

第 59 巻第 5• 6号

れ以上変化がみられないような状態で，その状

態を決定している要因が，モデルそのものを構

成している本質的な要因なのである。我々は，

まずこの要因に注目しなければならない。

本質的な要因の分析を出発点としている以上，

我々の考察は，社会全体に関する分析から始め

なければならない。そうしなければ，常に社会

全体についての特定の理論をあらかじめ前提す

ることになり，そのような分析は従属的なもの

になろう。

だが，社会全体についての経済分析 (ma-

croeconomic analysis)から始めなければなら

ないという要請は，さらに別の研究上の困難を

つけ加える。というのは，我々の日常的な経験

は，例外なく社会全体に比べて部分的であり，

かつ，そのような日常的な経験を無批判に社会

全体に延長することはできないからである乳

日々の常識や社会通念は，それを社会全体に適

用してもやはり妥当なのか。そうでないとすれ

ば，どのような条件のもとで妥当性を持つのか。

科学的立場を守ろうとすれば，このような吟味

は不可欠である。

4 資本制経済の基本的特徴

現代先進工業諸国の主要な経済現象の恒常的

で本質的な要因は何であろうか。 Marx以降の

多くの研究は， 19世紀以後の西ヨーロッパ，北

アメリカ，日本の経済がつぎの三つの制度的要

因によって特徴づけられることを明らかにした。

第一に，階級社会であること。すなわち，生

産手段の所有者と非所有者が存在する。生産手

段の所有者は生産手段の利用に関する主要な決

5) たとえば， Marx[ 9]第三分冊， p230 
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定権を握っている。生産手段の所有者の集団は

資本家階級と呼ばれ，非所有者の集団は労働者

階級と呼ばれる。

第二に，商品生産社会であること。生産手段

は，各資本家によって分散的に所有されている。

別の言い方をすれば，生産手段は資本家階級の

共有ではない。

第三に，労働市場が成立していること。労働

に対する超過需要に応じて，実質賃金率は，上

昇または下落する。したがって，労働者の所得

は，ある一定の範囲で変動する可能性がある。

以上の三つの基本的な特徴を持つ社会を資本

制経済という。三つの制度的基礎はいずれも，

人類社会の一定の生産力を前提に成立しており，

その意味で歴史的な条件である凡

現代先進工業諸国の経済問題を考える時，

我々は資本制経済の基本的特徴を分析の出発点

とする。その理由は，それこそが今日の主要な

経済諸現象の恒常的で本質的な要因であると考

えるからである。実際には，上で示した資本制

経済の基本的特徴が個別の経済現象の恒常的で

本質的な要因であるかどうかは，一つ一つ吟味

されなければならないことである”のだが，

我々はその議論を繰り返すつもりはない。長い

分析の末にどのようにして本質的な要因にたど

りついたのかを回顧するよりも，本質的な諸要

因を含む種々の要因がどのようにして解明すべ

き現象に結びついているのかを示す方が，はる

かに簡明であり，また，実り多いからである。

周知の通り，理論経済学者の大半が現代経済

のこのような特徴づけに賛成しているわけでは

ない。特に新古典派の経済学者は，基本的特徴

6) 置塩 [13]p 26-30 
7) たとえば，新野ー置塩 [12]p 165-169にはこの点

に関する優れた分析がある。

の第一点を決して認めることはない。新古典派

によれば，現代経済は生産要素市場を有する商

品生産社会である。各種の生産要素を種々の異

なる割合で所有する諸個人が，生産した財を市

場で交換する小商品生産社会，新古典派の言葉

で言えば，市場経済である凡

現代経済を単なる市場経済としてしか把握し

ていないことは，新古典派の問題意識を著しく

狭めてしまっている。彼らの主要な関心は，主

として価格の決定問題に集約される。実際，初

期状態で諸個人間の資源配分に顕著な差がない

以上，諸個人を類別することは無意味であり，

所得配分は重要な問題になりえない。完全競争，

不完全競争，情報の不完全性等の状況下で価格

がどのように決定されるのかが研究され，決定

された資源配分について，その効率性や社会厚

生が検討される。市場メカニズムが効率的かど

うかが彼らの問題意識の中心である。

現代社会を階級社会と認識しないことは，重

大な理論的問題を引き起こす。たとえば，企業

の概念があいまいであること匹特に企業利潤

が長期的に 0であること，労働市場の成立に必

然性がないこと，等々である。そしてなにより

も，問題意識の貧困である。

各人の自由な選択や行動が市場経済の一つの

利点であると考えられているから，選択行動の

定式化が新古典派ではとりわけ重視される。現

代的な言い方をすれば，ミクロ的基礎づけ

(microfoundation)が要求される叫

なるほど，資本制経済は商品生産社会である

から，一般論としては，この要請は正当なもの

8) Lange [ 7 ] p 192, Harcourt [ 2 ] p 2 
9) このことは，金融的資本の保有者と資本設備の所

有者の混同につながっている。

10) Blanchard and Fischer [ 1] p 27 
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である。しかしながら，資本制経済での人々の

選択行動は，一般に一定の範囲に，資本制経済

の成立の範囲に限定される。日常的には人々は

かなり自由に行動しているようにみえる。特に，

人々は非常に多くの種類の消費財の中から自分

の好きなものを自由に選択し，消費している。

だが，社会全体からみれば，決して勝手気まま

に行動しているわけでない11)。一般に，人々の選

択範囲は，資本制経済の成立条件を逸脱するこ

とはない。特に，生産に関する基本的な決定か

ら排除された労働者にとって，今日着る服を選

ぶ自由はあっても，彼らが勤務している企業の

産出量，雇用，技術選択等に関する決定を行う

自由はない。ある日，突然予告もなく職を失う

ことさえ十分ありうるのだ。

選択とは，実行可能な選択範囲の中から，欲

求を最もよく満たすような対象を見つけること

である。言い換えれば，実行可能性集合の中か

ら，目的関数の値を最大にするような変数また

は変数の組合せを探すことである。ところで，

人々の選択範囲が狭くなれば，選択を行ったか

どうかが結果に及ぼす影響はますます小さなも

のとなろう。人々がより狭い範囲の中から選択

するようになれば，どのような選択を行ったと

しても，あるいは選択を行わなかったとしても

最適解はそう大きく違わなくなるだろう。だか

ら，選択行動の重要性は，選択範囲の広さとの

関係で相対的に評価されなければならない。

社会全体について考える時にも，人々の行動

の制約条件がどのようなものかをまず具体的に

明らかにする必要がある。その上で，その制約

条件との関連で，人々のそれぞれの選択行為の

理論的重要性が評価される。だから，無条件に

11) これは，前節で述べた社会の局所的性質をただち

に社会全体に拡張できない例である。

第 59巻第5・6号

どんな場合でも選択行動を考慮すべきだという

ことにはならない。

社会が自由意思を持った諸個人の集合体であ

るとすれば，そのような自由な個人の行動の結

果が，各個人を苦しめているのは一見大きな矛

盾であるように思われる。しかし，「矛盾」の存

在を無視するのではなく，その「矛盾」がなぜ

発生するのかを合理的に説明することが，まさ

しく社会科学の課題である。もし，人々が物理

的制約条件以外，他の一切の社会的，歴史的制

約に服していないと先験的に前提してしまうと，

この難問は永久に解けないことになろう。

5 長期経済分析の重要性

資本制経済の基本的特徴は，我々の経済分析

の基礎であり，公準である。だから，理論モデ

ルの仮定は，この資本制経済の基本的特徴と整

合的でなければならない。もちろん，資本制経

済の基本的特徴と矛盾するような状況が現実に

はありうるかもしれないが，それはまず第一に

取り扱うべき基本理論の対象ではない。また，

資本制経済の基本的特徴は，他の理論モデルを

評価する際に，その仮定や結論に対する評価の

基準としても役に立つ。資本制経済の基本的特

徴と矛盾するような仮定を持つ理論は，現代経

済分析にとって二次的である。

資本制経済の基本理論とは，資本制経済の基

本的特徴と直接に結びつく要因およびその結果

から構成される理論である。だから，一時的に

しか作用しない要因は完全に捨象される。経済

諸変数の時間的な遅れ (timelag)や市場の調

整過程が引き起こす諸現象は取り扱わない。第

ニに，主として客体的な要因に注意を集中する。

結局，基本理論は，資本制経済の基本的特徴に
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ついで本質的で恒常的な要因によって構成され

る。

基本理論を長期理論と言い換えてもかまわな

い。というのは，長期においては，近似的には，

一時的な要因，撹乱的な要因は相殺されて，ょ

り本質的で恒常的な要因のみが作用するだろう

からである。我々はまず，長期的に成立する経

済諸変数間の諸関係について研究する。その研

究成果の基礎の上に，順次，一時的な要因や従

属的な要因を包含することによって，より短期

的な分析に向かうだろう。研究が進められ，理

論体系が作られていく方向は，明確に「長期か

ら短期へ」である。
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